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  都知事諮問事項（令和５年８月１６日付 ５東消防消第４３１号） 

「変化する社会情勢に適応し特別区消防団の組織力を向上させ住民の負託に 

応え続ける方策はいかにあるべきか」についての答申結果 

 

 

６ 議 題 

  都知事諮問事項（令和７年６月２３日付 ７東消防消第４２７号） 

「切迫する首都直下地震に備え、効果的な活動の実現に向けた災害活動力の 

継続的な強化方策について」に対する審議 
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江東区消防団運営委員会の答申を踏まえた対応方針について 

 

変化する社会情勢に適応し特別区消防団の組織力を向上させ住民の負託に応え続ける方策はいかにあるべきか  

 

特別区消防団は、地域になくてはならない代替性のない存在であり、地域防災力の中核として、住民の負託に応えてきたところである。 
さらに、令和５年は関東大震災から１００年の節目の年であるなど、消防団への期待はさらに高まっており、東京の安全安心を守っていくためには地域防災力の中核を担う消防団が、将来にわたって更に充実し、消防団としての役割

を果たしていく必要がある。 
一方で、特別区においては、人口が２０３５年ごろに減少に転じ、２０５０年をピークに高齢化が進行すると予測されているほか、近年は、ＤⅩの進展によるテレワークなどの働き方の多様化や、単身世帯の増加による地域コミュニティ

の希薄化など、社会情勢は常に変化しているところである。 
このことから、各消防団や各区の特性なども踏まえながら、変化する社会情勢に適応し特別区消防団の組織力を向上させ、住民の負託に応え続ける方策について検討し、答申するものである。 

    

１ 地域防災の要である消防団として、変化及び成長していくための方策 

検討事項 課題 具体的検討事項 答申 

検討事項１－⑴ 
  

入団し活動を
継続したいと思
える組織の活
性化方策 

 

ア 団活動に、よりやりがいを持てる 
方策 

(ｱ)  やりがいを感じる活動や各世代等で
やりがいに違いがあるか ５０歳代以上は「災害活動・訓練」、「消防操法訓練」、３０歳代以下は「防火防災教育」、「災害予防」にやりがいを感じている。 

都民の幅広い期待に応えられる能力を習得できる体制の構築を提言する。 (ｲ)  検討結果に基づき、やりがいを持て
る方策内容 

イ 資格取得講座の拡充等 

(ｱ)  既存講座の拡充や消防団活動にお
いて必要な資格等 

既存講習等の受講人数・回数等の拡充及び新たな講習等の検討・実施を提言する。 

(ｲ)  多様な職業等からなる消防団の特
性を活かした団員から団員への講話
や研修 

団員のアイディアを実現するためのマニュアル整備や教養等、支援体制の確立を提言する。 

ウ 多様な主体との協働による地域密
着型の各種講習や教養講座 

各地域に根付いている企業や官公庁、
消防団協力事業所等と連携した講習や講
座、ワークショップの発掘 

団員のアイディアを実現するためのマニュアル整備や教養等、支援体制の確立を提言する。 

検討事項１－⑵ 
 

最新の技術
等を考慮した活
動環境の改善
方策 

ア 災害への出場命令や、団員間の
情報伝達のあり方 

(ｱ)  ＭＣＡ無線機・４００ＭＨＺ無線機に代
わる無線機への更新や配置人員の
見直し、無線関係機器の統合による
利便性の向上 

２６０ＭＨＺ無線機と４００ＭＨＺ無線機を統合した無線機を採用し利便性の向上を図る。 
配置対象者を拡充し、より多くの団員から意見が挙がる体制の確立を提言する。 

(ｲ)  電話や緊急情報伝達システムに代
わる出場指令手段の導入 

ＬＩＮＥ等、ＳＮＳ・アプリ活用の実効性について検証を進めることを提言する。 

イ 消防団事務の効率化が可能なタブ
レットを活用したシステムの導入 

現行整備されているタブレット端末の
更新に合わせた新たなアプリやシステム
の導入等 

ａ 「令和３年１０月都知事諮問事項」に対する答申に基づく動向を注視する。 
ｂ スマートフォンとタブレット端末・アプリとの連携の可否・実効性について検討を進めることを提言する。 

ウ 各種資機材の更新に合わせた仕
様変更等 

環境に配意した装備資機材の検討や
仕様変更による利便性の向上、負担軽減 

ａ 「令和３年１０月都知事諮問事項」に対する答申に基づく動向を注視する。 
ｂ 新たな資機材について、市場の開発動向を注視し、災害活動での実効性の検討を進めることを提言する。 

Ⅲ 諮問に対する推進方策 

Ⅱ 諮問の趣旨 

Ⅰ 諮問事項 

資料 ２ 

１



 

 

２ 活動力を地域で発揮し、地域住民の負託に応え続けるための方策 

検討事項 課題 具体的検討事項 答申 

検討事項２－⑴ 
 

消防力維持
のための、計
画的な人材育
成方策 

ア 経験が浅い消防団員への教育訓
練体制や目標、内容 

具体的訓練目標や到達状況の確認の
実施 

既存資料の活用、対象別重点学習項目表による目標到達状況の管理を提言する。 

イ 経験豊富な団員（中核となる団員）
による訓練指導体制等 

(ｱ)  長年の消防団活動で培った知識や
技術の実戦的訓練指導への反映 

「令和３年１０月都知事諮問事項」に対する答申に基づく動向を注視する。 

(ｲ)  訓練指導者の研修や体制等の制度 
ａ 各幹部研修における訓練指導要領項目の拡充を提言する。 
ｂ 各幹部研修の実施回数を増やし、多数の団幹部受講の推進を提言する。 
ｃ 階級・任務別の実科研修を導入するとともに、幹部研修修了者の研修指導者登用を提言する。 

ウ 操法訓練と実動訓練の実施の 
目安等 

(ｱ)  操法訓練 可搬ポンプ積載車を使用した、実災害に則した新たな操法モデルの検討を提言する。 

(ｲ)  実動訓練 「令和３年１０月都知事諮問事項」に対する答申に基づく動向を注視する。 

エ 訓練効果の確認方策  江東区内消防団点検において訓練効果を明確に確認できる、より実戦的な点検項目を検討する。 

検討事項２－⑵ 
 

地域に尽力
している消防団
を地域住民に
より知ってもら
う方策 

ア 積極的な災害活動の定着化と 
区等と連携した普及方法 

(ｱ)  消防団員が災害活動に従事する意
識向上のための方策 

ａ 実戦的活動力の向上・主体的な活動の定着化を図る。 
ｂ 教育訓練の充実を図る。 
ｃ 職員と団員の、統一的な教育の推進を図る。 
ｄ 消防学校が行う研修や資格取得講習の受講人員の増強を図る。 
ｅ 災害活動に従事した場合の費用弁償増額支給を再度周知し、積極的な災害出場を促進する。 

(ｲ)  区や関係団体と連携した、消防団活
動の新たな認知度向上方策 

ａ 多くの区民が集うイベントにおいて、若年層や女性等にターゲットを絞った認知度向上と入団促進を図る。 
ｂ 区内各事業所に対し、消防団協力事業所制度について周知し、加入を要請する。 
ｃ 区内在住の学生に対し、学生消防団活動認証制度について周知し、消防団活動の認知度向上及び入団促進を図る。 
ｄ 区への転入者に対する消防団活動の認知度向上と入団を促進する。 

イ  地域から、より理解と信頼を得る 
消防団づくり 

(ｱ)  地域行事や消防団行事などを通じ
た、地域住民の消防団活動に対する
理解促進方策 

ａ 防火防災訓練指導等の機会を捉え、災害発生時の連携強化と、消防団活動への理解促進を図る。 
ｂ 消防団消防操法大会等に地域住民を招待し、消防団活動への理解及び基本団員への入団を促進する。 
ｃ 東京２０２０大会酷暑対策用ポロシャツ、Ｔシャツ、アポロキャップを着用し、柔軟かつ親しみやすい消防団をアピールする。 

(ｲ)  消防団員が行う総合防災教育等を
通じた、将来を見据えた児童・生徒の
消防団活動に対する理解促進方策 

ａ 区内小中高等学校に対する総合防災教育を推進し、消防団活動への理解促進を図る。 
ｂ 消防少年団活動において、消防団活動に対する理解を深め、将来の消防団入団を促進する。 
ｃ 区内小中学校に対し消防少年団の広報を推進し入団に繋げ、将来の消防団入団を促進する。 

２



３



４



特別区消防団運営委員会への諮問事項について

Ⅰ 諮問事項

切迫する首都直下地震に備え、効果的な活動の実現に向けた災害活動力の継続的な強化方策について

Ⅱ 諮問の趣旨

令和６年元日に発生した能登半島地震では輪島市での大規模火災など１７件の火災が発生し、消防団は自ら被災しながらも地域住民の命を守る
ため、避難の呼びかけや消火活動など懸命な活動を展開されました。

首都直下地震では６００件を超える火災が発生すると想定されており、地域住民の安全安心を守るには、消防署隊との連携した訓練や活動はもち

ろん、消防団が主体的に実戦的な訓練を推進し、災害時に確実かつ効果的な活動を展開していくことが重要であり、地域の被害を軽減するために
は、消防団の存在が必要不可欠です。

その実現に向けては、地域社会の多様化に対応するために様々な主体との連携や取組に関する検討を進めるとともに、消防団の災害活動力を
継続的に高めることが重要であり、併せて消防団員の負担軽減にも配慮した取組が求められます。

これらを踏まえ、切迫する首都直下地震などの大規模災害に備え、効果的な活動の実現に向けた災害活動力を継続的に強化していくための方
策について諮問するものです。

Ⅲ 課題・検討事項等（案）

資料３－２のとおり

Ⅳ 審議期間・回数

令和７年７月から令和９年３月まで（１年９ヶ月間） ・令和７年度１回、令和８年度２回 計３回の審議予定

３－１資料



特別区消防団運営委員会の諮問に係る課題と検討事項等（案） 

    

検討事項 検討の方向性 具体的な検討事項 検討の手段 

検討事項１－１  
消防団活動の効率化に

よる負担軽減について 

①  消防団専用アプリ等の導入による消防団運営
の効率化や情報連絡体制の強化 

出場指令や連絡事項のリアルタイム通知（個人スマホ
へのプッシュ通知等）による迅速な情報共有方法に関す
る検討 

江東区内全団員に対するアンケートを実施し、結
果を踏まえ検討する。 

報告書類のオンライン提出や団員証、団員手帳等の電
子化など、事務手続の簡素化、効率化に関する検討 

②  各種資機材の機能性、利便性向上に向けた改
善方策の検討 

可搬ポンプ運搬車のコンパクト化や電動化などの操作
性、移動性の向上に関する検討 

災害時の実情を踏まえ、現行資機材の有効性を再評価
し、真に必要とされる資機材のあり方に関する検討 

③  従来の枠組みにとらわれない柔軟な訓練、行
事による負担軽減方策の検討 

新たな消防団点検の試行等を踏まえた「続けやすい消
防団」の実現に向けた検討 

④  操法大会（訓練含む。）の工夫や改善などへの
提案 

「競技性」から「実効性」重視への見直しに関する検討 

検討事項１－２ 
多様な主体との連携に

よる被害軽減方策につい
て 

①  各区、防災関係機関と連携した更なる入団促
進 

ＳＮＳや地域広報誌等を活用した消防団の魅力発信に
関する検討 

②  町会自治会や学校コミュニティ等との更なる連
携強化 

町会、学校等と連携した入団体験の実施など、地域住
民が消防団活動を身近に感じる機会の創出 

多様な場を活用した消防団活動の理解促進に関する検
討 

③  在留外国人、外国人観光客への防災指導等に
関する検討 

多言語による防災啓発資料等の整備、やさしい日本語
の活用に関する検討 

 

  
 

検討事項 検討の方向性 具体的な検討事項 検討の手段 

検討事項２－１ 
首都直下地震を想定し

た実戦的な訓練の定着に
ついて 

①  現行の訓練内容や方法の再評価による、効果
的かつ効率的な訓練推進方策の提案 

実災害の教訓を踏まえた訓練内容の見直し、ブラッシ
ュアップの検討 

これまでの特別区消防団運営委員会答申に基づ
く、東京消防庁の施策及び江東区地域防災計画等
を踏まえ、検討する。 

②  東京消防団ｅ‐ラーニングシステムを有効に活
用した教育訓練体系の構築に向けた検討 

東京消防団ｅ‐ラーニングシステムの進捗管理や習熟
度の「見える化」による体系的な教育訓練の実現に向けた
検討 

③  訓練経過や訓練内容の「見える化」（アプリとの
連動など）の推進方策の検討 

消防団専用アプリ等を活用した訓練記録の共有やデー
タ化の推進に向けた検討 

④  実災害に即した署隊との多様な連携訓練の推
進 

消防署との連携訓練のパッケージ化や中長期的な視
点に立った訓練計画の策定に向けた検討 

⑤  震災等における長時間の活動継続を視野に入
れた訓練の検討と課題の抽出 

長時間対応や交代での対応を想定した「活動継続力」
の訓練実施と課題の抽出 

検討事項２－２ 
消防団自らが企画・実

施する主体的な訓練の推
進と充実について 

①  各消防団の地域特性に応じた訓練内容、方策
の検討 

住宅密集地や商業地、河川沿いなど地域ごとのリスク
特性を踏まえた火災対応訓練の企画と実施方策の検討 

消防団員の構成（高齢化、女性、若年層など）に応じた
柔軟な訓練スケジュールや内容に関する検討 

②  方面訓練場や消防署訓練施設の有効活用に
向けた方策の検討 

震災などの大規模災害を想定した区内隣接消防団との
合同訓練による訓練の検討 

Ⅱ 災害対応力の強化と訓練の実効性を高めるための方策 

Ⅰ 消防団員の負担軽減と活動環境を最適化するための方策 

３－２ 資料



 
 

諮問に対する審議予定 
 

諮 問 事 項 等 

「切迫する首都直下地震に備え、効果的な活動の実現に向けた災害活動力

の継続的な強化方策について」 
 令和７年６月２３日  東京都知事⇒江東区消防団運営委員会 
            【答申期日 令和９年３月３１日】 

       ※審議期間は、令和７年７月から令和９年３月まで 
 
 
 

第 １ 回 
 
令和８年１月２７日 

・前回の答申結果の報告 
・今回の諮問事項の説明 
・今後の諮問会議の日程等 

                   
 
 

第 ２ 回 令和８年９月中旬～下旬予定 ・諮問に対する答申案の検討 

                   
                  
 

第 ３ 回 令和９年１月下旬～２月上旬予定 
・諮問に対する答申案の検討 
・答申案の承認 

  
                   
 

答   申 

「切迫する首都直下地震に備え、効果的な活動の実現に向けた災害活動力

の継続的な強化方策について」 
            江東区消防団運営委員会⇒東京都知事 
            【答申期日 令和９年３月３１日】 
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